






























三 輪 晴 治
How to make Japanese Economy Turn-around
―through Disruptive Innovation―
Seiji MIWA
Hegemony Age is divided two parts : The first half Hegemony and The second half
Hegemony, In the first half Hegemony the industries activities drives the economic growth by
increasing the national income with the series of innovation, but in the second half Hegemony
the innovation activities decreases and the opportunity of capital investment in industrial area
falls off and the interest rate falls down to zero. The industrial capital becomes the financial
capital which steals the other people’s wealth through the money game.
Since early１９００U.S. had been driving the world economy growth by innovation Mass
Production but from１９７０U.S. Hegemony went to the second half. The innovation started the
decline and U.S. started to plunder the wealth of other nations. Now U.S. is facing the difficulty
of the secular stagnation with an inequality of the earning.
The way to overcome the problem of second half hegemony is to increase of industrial
activities through the Disruptive Innovation by small medium enterprises to create an entire
new market increasing the employment and preventing the price cutting fierce competition
through a new management revolution. To continue to promote the industrial activities in the
second half hegemony period the disruptive innovation will be very important concept.
Distopia, The first half Hegemony, The second half Hegemony, Casino economy, Disruptive
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際に限定される」（Adventures of a White-collar
Man）と考えて実行してきた。そして「アメリカ
にとって良いことは GMにも良いこと。逆も同
じ」と後の GM元会長チャーリー・ウィルソン
が語った。だが１９７０年ころより，イノベーション
が停滞し，アメリカも変質してきた。
（８）「分岐的イノベーション」
人間の経済社会の発展は，「土台と上部構造の
変化，乖離」という視角から理解することができ
る。人間経済社会は技術，経済的な「土台」とそ
れに対応する社会制度，法律，慣習，システムと
いう「上部構造」から成り立っている。
新しい経済，技術の「土台」が変化，進化する
と，それに基づいた新しいビジネス・モデルが旧
来の「上部構造」としての法規制，慣習とコンフ
リクトを起こすことになる。
これを果敢に解決し，新しい上部構造に変えて
ゆく国のかたちを創らなければならない。アメリ
カはこの思想と社会の弁証法的発展の哲学が根付
いている。アメリカの法体系はイノベーションを
促進するためにあるという精神が貫いている。日
本の法体系は為政者が管理しやすいようにできて
いる。しかも日本には異端者を排除し，新しいこ
とを抹殺する風土が根付いている。経済的な，技
術的な土台が変化しても，それに対応する新しい
「上部構造」を構築するという弁証法的な考え，
哲学が欠落しているのである。
iPhone，Smart Phone, Google検索システムが
日本で開発できなかったという理由はここにある。
iPhoneは他人の音楽著作権をダウンロードする
ことは，これまでの法規制では犯罪になり，Google
検索システムも他社のWeb siteからデータを無
断で集めることも法に触れることであった。日本
の経営者が馬鹿だからなのではない。日本の国の
かたちがイノベーションを排除してきたのである。
アメリカでは，アップルのスティーブ・ジョブズ，
グーグルのトップが，新しい情報社会の展開のた
めに，そうしたそれまでの法規制を強引に変更さ
せたのである。法規制を変更することも重要なイ
ノベーションである。日本人は馬鹿ではない。
iPhoneのアイディアも，Google検索システムの
アイディアも日本人はアメリカ人よりも早く思い
ついていた。日本には「お上の定めた法律に逆ら
うことはできない」という考えがある。このため
に日本人は手が出せなかった。
これからのイノベーションはこうした「上部構
造」を変えなければ実現できないものが多くなる。
日本はそうした意味でイノベーションを促進する
ことができる「国のかたち」を早急に確立しなけ
ればならない。これからの医療産業の分野，宇宙
産業の分野，ロボット産業の分野，海洋開発の分
野などでは，このことがますます重要になる。
この土台と上部構造の乖離とその整合性をとる
には，「ディスラプティブ（分岐的）・イノベー
ション」の道が効果的であることが分かる。それ
まで存在したことのない全く新しい技術，商品を
開発するのは日本人には困難である。だが「ディ
スラプティブ・イノベーション」というアプロー
チによると，無駄な価格の引き下げ競争に陥るこ
となく，「既存の産業・商品」から似て非なる新
しい市場を創造し，新しい産業を開発し，経済を
発展させることになる。つまり「分業」の原理で，
「人のやらない商品」を開発して，提供すること
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である。既存の市場，既存の商品の中で価格切り
下げ競争をするのではなく，同じ技術の分野であ
るが似て非なる新しい市場を創造することである。
既存の人のやっているところで殴り込みをかける
と，価格切り下げ競争で全員疲弊して，敗退して
しまうという単純な理由だ。
これが「ディスラプティブ（分岐的）・イノベー
ション」の神髄である。「ディスラプティブ」と
は，「枝分かれ」「分岐」「錯乱」などの意味があ
るが，同じ技術，製品の分野であるが，似て非な
る新しい市場を創造することである。植物の世界
における「頂芽」でなく，「脇芽」である。人間
の体の「細胞の新陳代謝」と「成長」のように，
経済社会は常に活性化し，発展する。この考え方
は，１５０年前にチャールズ・ダーウィンが「種の
起源」のなかで，「分岐の原理」で明らかにした
ものに通ずる。「同一種内の闘争」ではなく，「異
種間との闘争」である。日本の電子産業，半導体
産業の衰退はこのことを間違えたために起こった
のである。
過去においても，こうした分岐的イノベーショ
ンの例は多くある。フォードのModelT，GMの
「多車種大量生産」，職人用縫製機に対するシン
ガーのミシン，メインフレーム・コンピュータに
対するアップルのパソコン，ステレオに対するソ
ニーのウォークマン，パソコンに対するアップル
のアイパッド，基地間の輸送に対するネットワー
ク輸送のヤマト運輸，Federal Expressの宅急便，
病院用の洗浄機に対する TOTOのウォシュレッ
トなどいくらでも例がある。これらの商品は，既
存のものとは直接価格競争はしないで，それまで
とは似て非なる新しい市場を創造したのである。
亡きスティーブ・ジョブズが，テレビの「リイン
ベンション」やろうと言っていたのはこの意味で
ある。これからも電気自動車，新しいエネルギー，
新しい家電，秘書ロボットと「分岐的イノベーショ
ン」でいろいろの産業が出てくるであろう。
最近の日本の中小企業の中にも「分岐的イノ
ベーション」を果たしているものが沢山ある。新
潟県三条市にある諏訪田製作所はハサミから最も
使い安い「爪切り」の新しい市場を創造し，世界
にも供給している。広島の白鳳堂は「熊野の筆」
の一企業であったが，書筆から「化粧筆の市場」
を創造し，高級化粧筆としてグローバル・ニッチ
企業として世界でビジネスを展開している。長野
の伊那食品は古来の寒天ビジネスから，寒天を素
材としてそれまでとは市場のことなる健康食品，
美容食品という新市場を創造した。何十年と業績
を伸ばし続け，人員整理は一度もやったことがな
い企業経営の模範とされている。東京の前川製作
所は冷凍機の製造からスタートした企業であるが，
顧客の懐の中に入り，顧客の問題点を次々に読み
取り，冷凍技術から枝葉を次々と伸ばし，全く新
しい市場を開拓して発展し，世界中にグローバ
ル・ニッチの拠点を持っている。競合品にないオ
ンリーワンの商品を開発し，鳥肉の解体機械，地
域冷房，冷凍食品加工機械などの新しい市場を創
造している。金沢市の金沢車両は台車のビジネス
から分岐してホテル，病院などの「ワゴン商品市
場」を開拓し，国内シェア９０％を誇っている。広
島のディスコは万年筆の溝切のビジネスから枝分
かれし，半導体ウエハーのダイス・カッターの分
野を創造し，世界市場での高いシェアを持ってい
る。徳島の四国化工機は紙パック飲料充填機では
この市場を支配している。ロイヤルブルーティ
ジャパンは高級茶を高級ワイン並みの価格で売る
全く新しいビジネスを始めている。
これらに企業は最初の商品と現在の商品の市場
は似て非なる新しいものである。しかも殆どの企
業が，最初の商品では業績が悪化し，倒産に近い
苦しみの中から，新しい市場，新しい顧客を創造
し，大成功している。
これらの例から分かるように，成功している中
小企業は，それまでの既存製品，既存市場から離
れて，これまでとは違った新しい市場を創造し，
進出していることである。これらはいずれも価格
切り下げ競争者がいないので，新しい市場創造に
専念できる。まさに「分岐的イノベーション」の
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典型的な事例である。このイノベーションを意識
的に進めることである。それに合わせて，先述の
ように，中小企業の発展のためにエンジェル投資
税制，開発投資税制などを整備しなければならな
い。そして私企業では不可能な技術開発のリスク
を国がとるという仕組みを確立することである。
それはキャピタル・ゲインとキャピタル・ロスの
総合課税制度である。
台湾，韓国，中国などは「分岐的イノベーショ
ン」のコンセプトがまだ分かっていないし，これ
をやる能力はまだないだろう。しかしいずれ彼ら
もこの道を進むことになる。今日本産業がこれに
注力しなければならない時である。
しかし一番重要なことは，これからのグローバ
ル市場の中で日本がどう生き延びるか，とりわけ
アメリカの「覇権後半期」におけるカジノ経済に
たいしどう向かい合い，どう対応してゆくべきか
である。その意味では，これまでの産業活動は既
存商品の価格切り下げ競争で，「経済戦争」の様
相を呈してきた。競争は必要だが同じ商品での価
格切り下げ競争は世界経済を破壊に導く。経済戦
争である産業が殲滅されると必ず仇討になり，無
駄な戦いが永遠に続く。価格切り下げ競争ではな
く，分業による，新しい製品，新しい商品で，新
しい市場を創造する競争を展開しなければならな
い。これを「分岐的イノベーション」で遂行する
のである。経済戦争ではなく，分業により相手を
補完することである。
（９）新経営者革命と新しい資本主義
すでに存在する商品，技術から分岐し，新結合
による「ディスラプティブ（分岐的）・イノベー
ション」こそが，日本経済再生の道であるとこれ
までいろいろの角度から考察してきた。
ところで過去１００年，いろいろの近代経済学理
論が生まれて，資本主義経済の発展の仕組みとそ
の経済政策があみだされてきた。スミス自由主義
経済論，マルクス経済論の後，ケインズ経済学，
マネタリーによるマクロ経済学，新古典派マクロ
経済論，ミクロ経済論などいろいろある。しかし
どれも残念ながら，それらは，現在までのところ
資本主義経済社会を実質的な繁栄に導かなかった。
経済政策によりいろいろの「規制」と「金」で経
済を操ることであったが，旨く行っていない。異
次元の金融緩和と膨大な公共投資をすれば日本経
済は再生すると言ったが，そのようにはならない。
確かに金融緩和・公共投資という「カンフル注
射」をどんどん施せば，ある期間「死」を止める
ことはできるが，これでは植物人間になり，国の
経済は衰退する。劇薬である異次元の金融緩和で
悪くすれば，死に至ることにもなろう。つまりマ
クロ経済政策，マネタリー政策では今日の経済社
会の発展はコントロールできないことが明らかに
なった。異次元金融緩和もカンフル注射でしかな
い。
よほどの大産業革命でも起こさなければ，経済
は蘇生しない。よく考えてみると，資本主義経済
活動をつかさどる「ものづくりの企業」が国民の
買いたくなる商品を創造し，それが金とともに経
済社会を巡ることで，社会は繁栄し，発展する。
細胞の新陳代謝と血液循環が重要なことである。
企業が産業活性化を通じて如何に経済社会を豊か
にするのに貢献するのか，社員を富まし，生活水
準を高めるのに如何に貢献するかでなければなら
ない。これを確かなものにしなければ，経済社会
は旨くゆくはずがないということに気付く。
実際日本経済の基本的な経済活動を動かしてい
るのは，政府でも，官僚でも，政治家でもない。
異次元の金融緩和，公共投資でもない。中堅企業，
中小企業を含めた４００万以上ある企業で，その経
営者とそこで働く社員，国民が経済を動かしてい
るのである。
これまでのマクロ経済学はこの個別企業という
「細胞」の動きには一切関知しない。経済学は「抽
象的な商品の振る舞い」しか関心を示さなかった
が，本当の経済学は，「人から最高のものを引き
出すということ」で，「人間の振る舞い」に関心
を持つものでなければならない。人間は，自分の
産業活動で社会が豊かになる，人が幸せになる，
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新しい市場を創造できると認識するとき，とてつ
もない力が出るものである。社員をそういう場に
おいてあげるというのがこれからの経営である。
つまり経済学には「哲学」がなければ人間の経済
を本当に動かすものにならないことが分かった。
マネタリー経済学，マクロ経済学は，哲学が欠落
し，実際の企業の産業活動というエネルギーを感
知していないのである。
つまり資本主義経済の発展の基本は，創造的な
産業活動であり，このエンジンに火がつかなけれ
ば，人間経済社会は国民の富を拡大する発展は望
めない。その産業活動を担う経営者の意識に革命
が起こらなければ，資本主義の発展は起こらない
ということである。それには「企業活動の目的」
を明確に設定する必要がある。新しい「経営者革
命」である。
数年前に亡くなった日本の大蔵省の官僚トップ
として活躍し，その後日本の製造会社の社長を務
めた人の最後の述懐はこうであった。日本は戦後
アメリカのモノマネで猛烈にやってきて，一時は
繁栄したかに見えたが，所詮モノマネのために，
韓国，台湾，ヨーロッパなどにやられてしまった。
それは日本には，人間経済社会に生きるべき「哲
学」がなかったためである。しかも哲学に基づい
た「サイエンス」が日本になかったためであると
も嘆かれた。
２０世紀の多くの商品は大量生産の圧力で無理を
して造られ，欠陥商品が多かったと言える。だが
これに悲観することはない。２１世紀にこれを改良
すれば産業活動にとって新しい大きな市場となる。
そして２０世紀は大量生産，大量消費で「地球環境」
を破壊してきた。環境問題は産業活動の負の排出
物として処理するのではなく，「イノベーション
によりビジネスとして」新しい環境に創りあげ，
経済発展を遂げなければならない。つまり２１世紀
は「社会問題」「環境問題」をイノベーションに
よりビジネスを通じて解決することである。これ
は「１００年に一度の大型イノベーション」になる
であろう。また日本産業がそれをやる深い経験と
技術力を持っている。
それには世界的に「産業経営革命」を起こす必
要がある。「分岐的イノベーション」で日本経済
を支える中堅企業，中小企業がその既存産業の新
陳代謝をして，それまでの市場とは似て非なる新
しい市場を創造することである。これにより日本
の経済力，イノベーション力を高め，国際分業で
アメリカその他の国の経済の補完をすることであ
る。「２１世紀世界経済」の力強い発展は，「新しい
産業経営者革命」として「ものづくりという産業
活動の改革」そしてその「戒律」を通じてのみ可
能になることを認識しなければならない。
これからの日本がやるべき「分岐的イノベー
ションのテーマ」はいくらでもある。１９７０年代の
石油危機のとき日本はエレクトロメカニカル技術
であらゆる分野で省エネを成し遂げ，その危機を
和らげた。しかしこれから更にエネルギーコスト
は世界的に上昇するので，日本はここで「超省エ
ネルギー技術」を確立する必要がある。２１世紀に
おいても，産業社会の活動と発展の基礎となるの
が「エネルギー」である。これが日本経済の再生
の重要なタスクである。これを国家戦略として，
国民運動というベースで進める必要がある。
これを遂行するにはある技術の開発も必要であ
る。いろいろあるが，日本が世界をリードするも
のとしてナノテクノロジ：カーボンナノチューブ
テクノロジと超高純度金属の開発が重要である。
これが「超省エネ技術」のプラットホームになる。
これをベースにして中堅企業・中小企業の分岐的
イノベーションによる経営者革命，細胞の新陳代
謝を進めることにより産業力を強化した日本経済
の再生が遂行されることになる。これが２１世紀の
新しい産業革命のきっかけになる可能性がある。
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